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菊川市立総合病院 院内保育所運営業務委託に係る仕様書 

 

Ⅰ 業 務 名  菊川市立総合病院 院内保育所運営業務委託 

 

Ⅱ 施行場所  菊川市立総合病院  静岡県菊川市東横地1632 病院敷地内 

 

Ⅲ 施行期間  令和７年４月１日から令和10年３月31日まで 

 

Ⅳ 委託内容  菊川市立総合病院の院内保育室の運営全般 

 

１ 保育室の運営 

（１）「児童福祉法」、「認可外保育施設指導監督基準」及び「労働基準法」等の関係諸法

令、菊川市立総合病院院内保育所規程を遵守し、菊川市立総合病院に置く保育室（以下

「保育室」という。）の運営を行うものとする。 

（２）「保育所保育指針」を遵守し、明確な保育目標を基に、保育計画（年間、月間等）を立

て、計画的な保育を実施するものとする。 

（３）受託者は、保育計画を委託者に提出するものとする。 

（４）受託者は県内において夜間保育の運営実績を有するとともに、緊急時や繁忙時には近隣

保育室からの助勤等、応援体制を整備し安定したサービスの供給を行うものとする。 

 

２ 入所定数 

保育室の定員は、15人とする。ただし、院長が認めた場合は、20人を限度として入所さ 

せることができる。 

 

３ 入所対象児 

保育室の入所対象児は菊川市立総合病院職員等が養育する０歳児（産休明け）から３歳児

（３月末に４歳に達しない者）までの乳幼児とする。 

ただし、夜間保育に関しては、０歳児（産休明け）から小学校の就学年齢に満たない者とす

る。 

※４月２日現在の年齢（保育年齢）とする。 

 

４ 保育日 

  原則、年末年始（12月29日～１月３日）及び土曜、日曜、祝日を除く月曜日から金曜日まで

とする。また、週１回夜間保育をおこなうものとする。 

ただし、第２、第４土曜日は保育日とする。また、菊川市立総合病院長が必要と認める場合

は、保育日・休所日を変更することができるものとする。 
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５ 保育時間 

保育室の保育時間は、次のとおりとする。 

（１）通常保育時間：午前７時30分から午後８時までとする。 

（２）夜間保育時間：午後３時30分から翌午前10時までとする。 

 

６ 一時保育 

  原則として、入所定数に余裕があるときに対応するものとする。 

 

７ 保育に従事する職員 

（１）保育に従事する職員は原則として常勤者、非常勤者共に保育士資格を有するものとする

が、認可外保育基準による定数に対する１/３以上の有資格者を上回るものとする。 

（２）職員（保育士）の配置人数は、児童福祉施設の整備及び運営に関する基準（昭和23年厚

生省令第63号）第33条第２項の職員数とすること。 

（３）前項の保育従事者の概ね１/３以上を常勤職員として置くものとする。 

 （４）保育従事者は、児童の状況により適宜増減するものとする。 

 （５）保育経験１０年以上の保育従事者１名を業務責任者（施設長）として配置するものと

し、業務責任者不在時の責任者代行となる保育従事者については、５年以上の保育経験

がある者を配置するものとする。但し、緊急時に上記の配置体制が困難な場合において

は双方協議の上、職員配置するものとする。 

 （６）保育従事者、調理従事者については、毎月１回検便検査を実施するものとする。 

 

８ 給食等 

（１）受託者は、児童への配膳・盛り付け・下膳及び調理室の清掃にあたるものとする。 

（２）給食調理は互いに連携をとりながら給食・おやつなどの日常業務等を行う。 

（３）調理師、もしくは栄養士を最低１名は配置するものとする。 

 

９ 連絡・調整等 

（１）常に保護者と連絡・調整等が出来る体制を整え、その対応に当たること。 

 （２）保護者との緊急時連絡体制を整えること。 

 

10  安全管理 

  業務の実施に当たって、事故の発生防止及び安全管理に努めるものとする。 

（１）緊急時の対処法を明記したマニュアルを作成・準備し、事故・災害その他の緊急・非常

事態が発生した場合は、児童の安全確保を最優先して迅速かつ的確な対応を行うこと。 

（２）火災・地震などの発生を想定し、避難訓練を毎月１回（年間12回）実施すること。 

（３）不審者が園内に侵入しないように十分に注意し、万一、不審者が侵入した場合は、児童

の安全確保を最優先すること。 

また、不審者を想定した避難訓練についても年２回実施すること。 
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（４）事故等が発生した場合は、速やかに委託者に報告するとともに顛末報告書を提出するも

のとする。また、事故に発展してもおかしくない事例については、保育室で検証や原因

究明を行い所定の様式に記録するとともに安全管理の専任者が再発防止に努め、保育従

事者に指導すること。 

   委託者から記録簿の閲覧要求があった場合は、速やかに応じ対応すること。 

（５）避難訓練とは別に、事故や怪我等が発生した場合の対応や伝達訓練などを毎月１回行

い、緊急時に迅速に対応できる体制を整備すること。 

   また、実施内容を記録し、委託者から閲覧要求があった場合には、速やかに応じ対応す

ること。 

 

11 健康管理及び衛生管理 

  業務の実施に当たって、乳幼児の健康管理及び衛生管理に努めるものとする。 

（１）受託者は、入所児童の健康診断を入所時及び１年に２回実施するものとする。 

（２）医療機関との連携を密にとること。委託者はこれに協力する。 

 

12 帳簿等 

  受託者は、業務に必要な次の帳簿を備え管理しなければならない。 

（１）保育台帳 

（２）保育日誌 

（３）身体の記録簿 

（４）入所児童の出欠記録簿 

 

13 入所の選考及び入退所の手続き等 

 入所の選考等の手続きは委託者が行い、受託者は入所及び退所に関する手続等が円滑に行わ

れるよう、病院総務課に協力するものとする。 

 

14 利用予定 

 （１）利用者は、勤務の変更等による利用時間の変更、又は延長保育の必要が生じたときは、

速やかに保育室に申し出るものとする。 

 （２）受託者は、毎月の利用予定表を速やかに病院総務課に提出するものとする。 

 

15 業務報告 

毎日の保育状況を保育日誌に記し、週末にその写しを病院総務課に提出するものとする。 

ただし、運用上に必要な連絡事項などがある場合は、その都度病院総務課への報告をするも

のとする。 

 

16 保育料等の徴収 

   委託者が利用者毎に給与天引きにて行うものとする。受託者は、給与天引きに必要な児童の
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利用状況を個人毎に掲出した資料を毎月締めにおける請求書と同時に病院総務課に提出するも

のとする。 

 

17 委託料金等 

委託料は、別表に定める当該月の初日の入所児童数を基に最低限必要な従業員（保育士）の

配置人数を算定した後、別表の区分に応じた月額を決定するものとする 

   ※見積額算出時の留意事項 

①職員（保育士）の配置人数は、児童福祉施設の整備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省

令第 63 号）第 33 条第２項の職員数とすること。 

②本業務に係る企画提案に関して、より良い保育所運営の質を確保するため、この基準を上回

る提案をすることについては、差支えない。 

③仕様書に定める見積様式に記入する見積額については、上記①、②の条件をもとに算出した

額でそれぞれ見積もること。 

④仕様書に定める業務負担区分及び費用負担区分を確認の上、委託経費を算出すること。 

⑤保育料、給食費の徴収については、委託者が保護者に対して給与天引きにより実施し、うち

徴収した給食費は委託者が委託料とは別に受託者に支払うため、給食材料費については受託経費の

算出に含めないこと。 

 

【別表】 

区分Ⅰ ０歳 １歳児 ２歳児 ３～５歳児 夜間保育のみ 合計 

入所者数 1 2 1 1 1 6 

区分Ⅱ ０歳 １歳児 ２歳児 ３～５歳児 夜間保育のみ 合計 

入所者数 2 6 3 2 2 15 

※年齢区分ごとの入所者数は、過去実績から想定した人数 

 

18 費用負担の区分 

  保育室運営業務に伴う費用の負担区分は、つぎのとおりとする。 

（１）委託者が負担する費用 

① 開室時及び閉室後の業務実施に必要な土地の整備、施設、設備、保育材料等消耗品 

② 業務実施に当たって必要とする電気、水道、ガスの光熱水費等 

③ 土地等の改修、修理、維持費 

④ 給食の食材費 

⑤ その他委託者が負担することが相当と考えられる費用等 

 （２）受託者が負担する費用 

① 業務に従事する職員の人件費 

② 業務に従事する職員の被服費 

③ 業務に従事する職員の健康管理及び教育訓練にかかる費用 
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④ 業務実施に当たって必要とする通信費 

⑤ 賠償責任保険料及び傷害保険料 

⑥ その他、「委託者が負担することが相当と考えられる費用等」以外の費用 

 

 

19 設備等の補充 

  保育室運営に必要な設備等に不足が生じたときは、補充する必要のある設備等の内容を書面

をもって委託者に申請するものとする。 

 

20 情報公開及び調査等 

保護者及び委託者からの情報公開、調査及び報告等の要請がある場合は、これに応ずるもの

とする。 

 

21 個人情報の保護 

受託者及び業務従事者は、保育室の運営管理上、保護者及び委託者から得た病院及び職員等

の個人情報の適切な管理のために個人情報保護法に定める必要な措置を講じるものとする。 

 

22 保育室の維持管理等 

  保育室を安全に運営、管理するための業務を日常的に行い、保育室の維持管理等に努めなけ

ればならない。 

 （１）保育室の開閉、火気管理、日常清掃など 

 （２）保育室の屋内にある備品・玩具などの管理・整理・清掃など 

 （３）保育室の園舎、園舎周辺及び園庭内の清掃、遊具の整備など 

 （４）異常を認めたときは、委託者に報告するものとする。 

 

23 業務従事者の届出等 

業務の実施にあたり、１名を業務責任者と定め、業務従事者名簿に業務に従事するために必

要な資格を証する書類を添付して委託者に届け出るものとする。なお、変更があった場合も同

様とする。業務責任者は業務従事者を指揮、監督し、保育業務管理、給食業務管理及び安全管

理にあたらせ、円滑な業務の推進を図るものとする。また、業務従事者の人事管理、労働管

理、研修、健康管理、業務管理及び施設設備の衛生管理にあたらせるものとする。 

 

24 その他 

（１）電気、水道及びガスの使用に当たっては、節減に努め、効率的に使用しなければならな

い。 

（２）受託者職員の感染症等における就業制限及びワクチン接種については、菊川市立総合病

院感染対策マニュアルを準用すること。 

なお、ワクチン接種及び検査等に係る費用については、受託者が負担すること。 
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（３）菊川市内において災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１項に規定する災

害が発生した場合は、病院の指示に従い病院職員と同様の対応を実施し、業務支援や病

院機能の復旧等に努めること。 

なお、勤務時間外での対応については、菊川市立総合病院防災マニュアルを準用するこ

と。 

 （４）本仕様書に記載されていない事項については、双方が誠意を持って協議し定めるものと

する。 

 


